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事務執行概要
調整支援グループ
　（総務担当）

１　私立学校審議会の開催

　　学校法人の設立及び私立学校等の設置、廃止等に関する認可を行うにあたり、意見を聴　くため私立学校審議会を開催した。

　令和３年度私立学校審議会の開催
	
	 　開　催
	  eq \o\ad(開催年月日,　　　　　　　　　　　　)
	  eq \o\ad(諮問件数,　　　　　　　　　　)
	 　開　催
	  eq \o\ad(開催年月日,　　　　　　　　　　　　)
	 eq \o\ad(諮問件数,　　　　　　　　　　)
	

	
	第１回
	3. 7.28
	 ４件
	第３回
	4. 3.25
	１３件
	

	
	第２回
	3.12.24
	１３件


	-
	-
	-
	

	
	
	
	
	計
	
	３０件
	


　
〔諮問の内訳〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：件
	
	 　　区　　分
	 　　　　　学　　　　校　　　　種　　　　別
	 計
	

	
	
	 高等学校
	 中学校
	 小学校
	 幼稚園
	 専修学校
	 各種学校
	
	

	
	  eq \o\ad(法人設立,　　　　　　　　　　　　　　　　　)
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	  eq \o\ad(学校設置,　　　　　　　　　　　　　　　　　)
	１
	
	
	
	
	
	１
	

	
	  eq \o\ad(設置者変更,　　　　　　　　　　　　　　　　　)
	
	
	
	
	１
	
	１
	

	
	  eq \o\ad(法人の解散,　　　　　　　　　　　　　　　　　)
	
	
	
	１
	１
	
	２
	

	
	  eq \o\ad(学校廃止,　　　　　　　　　　　　　　　　　)
	
	
	
	４
	３
	３
	１０
	

	
	 法人の組織変更
	
	
	
	１
	
	
	１
	

	
	  eq \o\ad(課程の設置,　　　　　　　　　　　　　　　　　)
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	  eq \o\ad(課程の廃止,　　　　　　　　　　　　　　　　　)
	
	
	
	
	１
	
	１
	

	
	 学科の設置
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	 学科の廃止
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	 学則変更(収容定員)
	１
	１
	２
	
	
	１
	５
	

	
	 学則変更(広域通信制)
	５
	
	
	
	
	
	５
	

	
	 学則変更(協力校設置)
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	 学則変更(教育課程変更)
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	 学則変更(生徒納付金変更)
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	学則変更(教育区域変更)
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	目的変更
	
	
	
	
	６
	
	６
	

	
	その他
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	計
	７
	１
	２
	６
	１２
	４
	３２
	


（注）一つの諮問案件に対して、複数の内容が含まれるため、諮問件数と内訳件数とは相違する。
　　　　〔諮問結果〕　適当である。　　　　　　　　　　　　　　　３２件
継続審議とする。　　　　　　　　　　　　　　１件

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　根拠法令等　　私立学校法第８条
２　私立学校関係者に対する栄典及び表彰

　　私立の幼稚園、小学校、中学校、高等学校、専修学校及び各種学校の関係者で功績顕著　なものについて、栄典候補者、文部科学大臣表彰候補者及び憲法記念日知事表彰候補者と　して推薦を行ったほか、教育長表彰を行った。

	
	 　　区　　　　　分
	 　　 eq \o\ad(受彰者,　　　　　　　　　　　　　　　)
	

	
	叙位・叙勲
	生存者叙勲　　０人

死亡叙位　　０人
	

	
	褒賞（藍綬）
	０人
	

	
	文部科学大臣表彰
	 　　　　　　　　１人
	

	
	知事表彰
	 　　５月　　　　８人
	

	
	教育長表彰
	１１月　　　１６人
	


　　　　　　　　　　　　　　根拠法令等　　位階令

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　春秋叙勲候補者推薦要綱及び褒賞条例

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　教育者表彰実施要項及び教員表彰実施要綱

（文部科学大臣表彰）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大阪府表彰規則

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大阪府私学教育功労者表彰要領

（調整担当）
１　大阪府育英会事業に対する助成
	
	年　度
	予　算　額
	
	

	
	
	
	決　算　額

	
	

	
	
	
	
	うち特定財源

	

	
	令和３年度
	577,167千円
	519,107千円
	0円
	

	
	令和２年度
	581,919千円
	535,778千円
	0円
	

	
	令和元年度
	665,686千円
	619,683千円
	0円
	


　教育の機会均等を図るため、向学心に富みながら経済的理由によって修学の困難な者に対する奨学金の貸付事業等を行う公益財団法人大阪府育英会に対して、同会の運営に要する経費について補助した。
(1)　運営費補助金

       　     425,199,658円
(2)　高等学校等奨学事業費補助返還金　   42,753,876円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　根拠法令等　　地方自治法第 232条の２

　○　令和３年度　大阪府育英会奨学資金貸付状況　　　　　        〔参　考〕
	区　　　　分
	貸付人員
	貸付金額

	高等学校
	国公立
	新規
	2,144人
	213,563千円

	
	
	継続
	5,027人
	499,786千円

	
	
	
	7,171人
	713,349千円

	
	私　立
	新規
	3,188人
	415,056千円

	
	
	継続
	6,267人
	741,956千円

	
	
	
	9,455人
	1,157,012千円

	
	計
	16,626人
	1,870,361千円

	専修学校
高等課程
	私　立
	新規
	423人
	76,906千円

	
	
	継続
	723人
	122,502千円

	
	
	
	1,146人
	199,408千円

	合　　　　計
	17,772人
	2,069,769千円


  ○　令和３年度　大阪府育英会入学時増額奨学資金貸付状況　　　　      〔参　考〕
	区分
	貸付単価
	貸付人員
	貸付金額

	高等学校
	国公立
	50,000円以内
	1,569人
	78,430千円

	
	私立
	250,000円以内
	2,299人
	534,690千円

	
	計
	
	3,868人
	613,120千円

	専修学校
高等課程
	私立
	250,000円以内
	266人
	64,780千円

	合　　計
	4,134人
	677,900千円


２　大阪府大学修学奨学金の国庫返還
	
	年　度
	予　算　額

	
	

	
	
	
	決　算　額
　　　　　　　　　
	
	

	
	
	
	
	うち特定財源
	

	
	令和３年度
	12,468千円
	12,468千円
	589千円
	

	
	令和２年度
	15,235千円
	15,235千円
	2,631千円
	

	
	令和元年度
	11,424千円
	11,410千円
	1,138千円
	


　同和対策の一環として実施していた大阪府大学修学奨学金の返還金等のうち、国庫補助金相当分を国に返還した。
(1)　大学修学奨励費補助金返還金　　　　　　　　　　　　　　　　　 12,468,000円
　（授業料等支援担当）
１　私立高等学校等生徒の授業料支援・減免助成

(1)私立高等学校等授業料支援助成
	
	年　度
	予　算　額
	
	

	
	
	
	決　算　額
	
	

	
	
	
	
	うち特定財源
	

	
	令和３年度
	14,209,377千円
	14,113,616千円
	3,143千円
	

	
	令和２年度
	13,420,204千円
	13,062,331千円
	2,244千円
	

	
	令和元年度
	19,352,999千円
	19,244,536千円
	4,372千円
	


　　  私立高等学校等における生徒の就学を容易にし、教育の機会均等を図るため、私立高　　等学校等に在学する府民である生徒に対し、次のとおり学校法人を通じて授業料支援を　　行った。

	区　　分
	補 助 単 価
	補 助 人 員
	補 助 金 額

	全

日

制
	府内校

（96校）
	【令和元年度以降入学生】
204,000円他（Ａ）

481,200円他（Ｂ）

381,200円他（Ｃ）

【平成28年度以降入学生】

184,000円他（Ａ）

361,200円他（Ｂ）

261,200円他（Ｃ）
	人

36,693

16,895

5,940

4

3
1
	円

7,024,908,336
5,951,144,240

1,095,581,208

598,333

633,700
30,666

	
	
	計
	　　59,536
	14,072,896,483

	通

信

制
	府内校

（6校）
	【令和元年度以降入学生】

1,532円/単位他（Ａ）

【平成28年度以降入学生】

1,532円/単位他（Ａ）
【平成26年度以降入学生】

　1,532円/単位他（Ａ）

5,220円/単位他（Ｂ）

【平成22年度入学生】

1,532円/単位他（Ａ）
【就学支援金旧制度】

　1,532円/単位他（Ａ）
2,814円/単位他（Ｂ）

5,220円/単位他（Ｃ）


	2,749

85

15

0

3

0

0

0
	39,740,323

808,070

　108,032

0

62,952

0

0

0

	
	
	計
	2,852
	40,719,377

	合　　計
	62,388
	14,113,615,860


(2)私立専修学校高等課程等授業料支援助成

	
	年　度
	予　算　額
	
	

	
	
	
	決　算　額
	
	

	
	
	
	
	うち特定財源
	

	
	令和３年度
	496,312千円
	486,613千円
	315千円
	

	
	令和２年度
	506,420千円
	496,007千円
	551千円
	

	
	令和元年度
	911,761千円
	887,471千円
	50千円
	


　　  私立専修学校高等課程等における生徒の就学を容易にし、教育の機会均等を図るため、私立専修学校高等課程等に在籍する府民である生徒に対し、次のとおり設置者を通じて

授業料支援を行った。
	区　　分
	補 助 単 価
	補 助 人 員
	補 助 金 額

	専修学校

高等課程等

（28校）
	【令和元年度以降入学生】

204,000円他（Ａ）

481,200円他（Ｂ）

381,200円他（Ｃ）
	人

2,427

419

101
	円

348,711,830

123,984,721

13,836,767

	
	【平成28年度以降入学生】

184,000円他（Ａ）

361,200円他（Ｂ）

261,200円他（Ｃ）
	0

0
1
	0
0
79,300

	
	計
	2,948
	486,612,618


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　根拠法令等　　私立学校振興助成法第10条

地方自治法第 232条の２
(3)私立小・中・高等学校生徒授業料減免助成
	
	年　度
	予　算　額
	
	

	
	
	
	決　算　額
	
	

	
	
	
	
	うち特定財源
	

	
	令和３年度
	24,223千円
	7,525千円
	3,761千円
	

	
	令和２年度
	33,929千円
	17,439千円
	8,718千円
	

	
	令和元年度
	6,231千円
	3,630千円
	1,815千円
	


　　　保護者等の失職、倒産などの家計急変による経済的理由から授業料の納付が困難とな

った児童・生徒の修学を保障するため、次のとおり学校法人を通じて授業料を減免した。

	
	 　　 eq \o\ad(区分,　　　　　　　　　　　　　　　　　)
	 　 eq \o\ad(補助人員,　　　　　　　　　　　　)
	 　 eq \o\ad(補助金額,　　　　　　　　　　　　　　　)
	

	
	 高等学校
 中学校
小学校
	１２人　
１１人　

１人　
	3,423,450円
3,979,000円
122,500円
	

	
	合　　　　計


	２４人　


	7,524,950円

	


(4)東日本大震災私立学校等授業料等特別減免助成
（予算額は対象全学種合計額。決算額は私立幼稚園分を除く）
	
	年　度
	予　算　額
	
	

	
	
	
	決　算　額
	
	

	
	
	
	
	うち特定財源
	

	
	令和３年度
	1,250千円
	0千円
	0千円
	

	
	令和２年度
	1,351千円
	699千円
	699千円
	

	
	令和元年度
	1,351千円
	1,031千円
	1,031千円
	


　　　生徒等の家計支持者が被災者となり、東日本大震災に起因する事情により授業料の納付が困難となった児童・生徒の修学を保障するため、次のとおり学校法人を通じて授業料を減免した。

	
	 　　 eq \o\ad(区分,　　　　　　　　　　　　　　　　　)
	 　 eq \o\ad(補助人員,　　　　　　　　　　　　)
	 　 eq \o\ad(補助金額,　　　　　　　　　　　　　　　)
	

	
	 高等学校
	０人
	 0円
	

	
	専修学校高等課程
	０人
	            　0円
	

	
	 　　　合　　　　計
	０人
	 0円


	


根拠法令等　　私立学校振興助成法第10条

地方自治法第 232条の２
２　私立高等学校等就学支援金（平成22年4月1日法律施行）
(1)私立高等学校等就学支援金

	
	年　度
	予　算　額
	
	

	
	
	
	決　算　額
	
	

	
	
	
	
	うち特定財源
	

	
	令和３年度
	21,088,305千円
	21,035,390千円
	21,034,856千円
	

	
	令和２年度
	22,181,700千円
	21,075,366千円
	21,073,279千円
	

	
	令和元年度
	14,640,661千円
	14,526,568千円
	14,525,679千円
	


(i)私立高等学校等就学支援金交付金
私立高等学校等における教育に係る経済的負担の軽減を図るため、受給権者たる生徒に代わり代理受領する私立高等学校等の設置者に高等学校等就学支援金を交付した。
【新制度】
	
	 eq \o\ad(区分,　　　　　　　　　　　　)

	交付単価（月額）


	生徒数


	 　交　付　金　額


	

	
	全

日

制
	 加算なし
 加算あり

（98校）
	9,900 円

33,000 円
	31,144 人

41,982 人


	3,159,852,100 円

15,862,138,308 円


	

	
	通

信

制
	加算なし

加算あり

（12校）
	4,812 円

12,030 円
 (1単位あたり額)
	 2,798 人

7,642 人


	257,880,262 円
1,660,346,034 円


	

	
	合　　計


	
	83,566 人


	20,940,216,704 円
	


【旧制度】令和３年度は対象者なし　
　　　　　　　　　根拠法令等　　高等学校等就学支援金の支給に関する法律第６、７条
公立高等学校に係る授業料の不徴収及び高等学校等

　　　　　　　　　　　　　　　　　就学支援金の支給に関する法律第７、８条
(ⅱ)私立高等学校等就学支援金事務費交付金

就学支援金の支給に関して行う事務の執行に要する費用に充てるため、私立高等学校等の設置者に事務費交付金を交付した。

	年度
	交付対象校数
	交付金額

	令和３年度
	109校
	93,947千円

	令和２年度
	109校
	87,546千円

	令和元年度
	106校
	70,622千円


　　　　　　根拠法令等　　大阪府私立高等学校等就学支援金事務費交付金交付要綱第３条
　(2) 私立専修学校高等課程等就学支援金

	
	年　度
	予　算　額
	
	

	
	
	
	決　算　額
	
	

	
	
	
	
	うち特定財源
	

	
	令和３年度
	1,191,511千円
	1,181,273千円
	1,181,273千円
	

	
	令和２年度
	1,267,466千円
	1,230,146千円
	1,230,146千円
	

	
	令和元年度
	883,840千円
	816,731千円
	816,731千円
	


(i) 私立専修学校高等課程等就学支援金交付金 
私立専修学校高等課程等における教育に係る経済的負担の軽減を図るため、受給権者たる生徒に代わり代理受領する私立専修学校高等課程等の設置者に高等学校等就学支援金を交付した。
	
	 eq \o\ad(区分,　　　　　　　　　　　　)
	交付単価（月額）
	生 徒 数
	 　交　付　金　額
	

	
	専修学校高等課程等
 　
加算なし

加算あり

（33校）
	 　   

9,900 円

     33,000 円
	 926 人

 3,080 人
	83,506,500円
1,093,336,500円
合計 1,176,843,000円
	


根拠法令等    高等学校等就学支援金の支給に関する法律第６、７条
公立高等学校に係る授業料の不徴収及び高等学校等

就学支援金の支給に関する法律第７、８条
(ⅱ)私立専修学校高等課程等就学支援金事務費交付金

就学支援金の支給に関して行う事務の執行に要する費用に充てるため、私立専修学校高等課程等の設置者に事務費交付金を交付した。

	年度
	補助対象校数
	補助金額

	令和３年度
	33校
	4,430千円

	令和２年度
	30校
	4,210千円

	令和元年度
	33校
	3,418千円


　　　　　　根拠法令等　　大阪府私立高等学校等就学支援金事務費交付金交付要綱第３条

３　私立高等学校等学び直し支援金
(1) 私立高等学校等学び直し支援金

	
	年　度
	予　算　額
	
	

	
	
	
	決　算　額
	
	

	
	
	
	
	うち特定財源
	

	
	令和３年度
	42,996千円
	28,393千円
	28,393千円
	

	
	令和２年度
	26,193千円
	25,115千円
	25,115千円
	

	
	令和元年度
	44,938千円
	36,359千円
	36,359千円
	


私立高等学校等における教育に係る経済的負担の軽減を図るため、受給権者たる生徒

　に代わり代理受領する私立高等学校等の設置者に私立高等学校等学び直し支援金を交付

した。
	
	 eq \o\ad(区分,　　　　　　　　　　　　)

	交付単価（月額）


	生徒数


	 　交　付　金　額


	

	
	全

日

制
	加算なし
加算あり
（5校）
	9,900 円

24,750 円
	1 人
　　5 人
	89,100 円
940,500 円
	

	
	通信

制
	加算なし
加算あり
（10校）
	4,812 円

12,030 円
(1単位あたり額)
	32 人
176 人

	1,680,190 円
25,682,737 円
	

	
	合　　計


	
	214 人


	 　   28,392,527 円
	


根拠法令等　　高等学校等修学支援事業費補助金（学び直しへの支援）交付要綱第３条
　　　　　　　　　大阪府私立高等学校等学び直し支援金交付要綱第４条
(2) 私立専修学校高等課程等学び直し支援金

	
	年　度
	予　算　額
	
	

	
	
	
	決　算　額
	
	

	
	
	
	
	うち特定財源
	

	
	令和３年度
	8,918千円
	6,500千円
	6,500千円
	

	
	令和２年度
	8,705千円
	6,984千円
	6,984千円
	

	
	令和元年度
	7,901千円
	5,475千円
	5,475千円
	


私立専修学校高等課程等における教育に係る経済的負担の軽減を図るため、受給権者たる生徒に代わり代理受領する私立専修学校高等課程等の設置者に私立学校等学び直し支援金を交付した。
	
	 eq \o\ad(区分,　　　　　　　　　　　　)

	交付単価（月額）


	生徒数


	 　交　付　金　額


	

	
	
	加算なし

加算あり

（16校）
	9,900円

24,750円


	5人
35人


	   　   　396,000 円

    　  6,104,000 円


	

	
	合　　計


	
	40人


	6,500,000 円
	


根拠法令等　　高等学校等就学支援事業費補助金（学び直しへの支援）交付要綱第３条
　　　　　　　　　大阪府私立高等学校等学び直し支援金交付要綱第４条
４　私立高等学校等奨学のための給付金
	年　度
	予　算　額
	

	
	
	決　算　額
	

	
	
	
	うち特定財源

	令和３年度
	1,802,945千円
	1,693,612千円
	564,536千円

	令和２年度
	1,860,832千円
	1,787,895千円
	851,810千円

	令和元年度
	1,632,421千円
	1,413,907千円
	471,302千円


　　私立高等学校等に在学する全ての意志ある生徒が安心して教育を受けられるよう、低所得者世帯の保護者等に奨学のための給付金を支給することにより、高等学校等における教育に係る経済的負担の軽減を図った。
	学校種
	区分
	支給単価
	生徒数
	支給金額
	

	高等学校
（全日制）

（定時制）
	生活保護世帯
	円
	人
	円
	

	
	
	52,600
	993
	52,231,800
	

	
	非課税世帯(第1子)
	129,600
	6,445
	835,272,000
	

	
	非課税世帯(第2子)
	150,000
	3,540
	531,000,000
	

	
	家計急変世帯
（第1子）
	-
	109
	12,668,400
	

	
	家計急変世帯
（第2子）
	-
	75
	10,362,500
	

	高等学校
（通信制）
	生活保護世帯
	52,600
	531
	27,930,600
	

	
	非課税世帯
	50,100
	1,864
	93,386,400
	

	
	家計急変世帯
	-
	10
	442,550
	

	専修学校
各種学校
	生活保護世帯
	52,600
	290
	15,254,000
	

	
	非課税世帯(第1子)
	129,600
	621
	80,481,600
	

	
	非課税世帯(第2子)
	150,000
	209
	31,350,000
	

	
	家計急変世帯
（第1子）
	-
	6
	777,600
	

	
	家計急変世帯
（第2子）
	-
	1
	100,000
	

	専攻科
	非課税世帯
	50,100
	46
	2,304,600
	

	
	家計急変世帯
	-
	1
	50,100
	

	合　計
	
	14,741
	1,693,612,150
	


根拠法令等　高等学校等修学支援事業費補助金（奨学のための給付金）交付要綱第３条

大阪府私立高等学校等奨学のための給付金支給要綱第３条
５　私立中学校等修学支援実証事業費補助金

　　私立の小中学校等に在学する低所得世帯に属する生徒等の教育に係る経済的負担の軽減を図るため、受給権者たる保護者等に代わり代理受領する私立小中学校等の設置者に私立中学校等修学支援実証事業費補助金を交付した。
	年　度
	
	

	
	予算額
	決算額
	

	
	
	
	うち特定財源

	令和３年度
	80,900千円
	79,800千円
	79,800千円

	令和２年度
	86,900千円
	85,800千円
	85,800千円

	令和元年度
	91,136千円
	80,200千円
	80,200千円


	学校種
	生徒数
	補助金額

	小学校
	 183人
	18,300千円

	中学校
	 615人
	 61,500千円

	合　　計
	 798人
	79,800千円


根拠法令等　　私立中学校等修学支援実証事業費補助金交付要綱第３条

　　　　　　　　　　　　　大阪府私立中学校等修学支援実証事業費補助金交付要綱第４条

６　私立高等学校等専攻科授業料支援金

	
	年　度
	予　算　額
	
	

	
	
	
	決　算　額
	
	

	
	
	
	
	うち特定財源
	

	
	令和３年度
	32,895千円
	26,184千円
	13,092千円
	

	
	令和２年度
	30,759千円
	28,819千円
	14,409千円
	


私立高等学校等専攻科における教育に係る経済的負担の軽減を図るため、受給権者たる生徒に代わり代理受領する私立高等学校等専攻科の設置者に私立高等学校等専攻科授業料支援金を交付した。
	 eq \o\ad(区分,　　　　　　　　　　　　)

	交付単価（月額）


	生徒数


	 　交　付　金　額



	専攻科
	非課税世帯
非課税世帯に準ずる世帯

（2校）
	35,600 円

17,800 円
	44 人

57 人


	17,515,200 円

8,668,600 円



	合計
	
	101 人
	26,183,800 円


７　私立学校退職金給付事業に対する助成

	年　度
	予　算　額
	

	
	
	決　算　額
	

	
	
	
	うち特定財源

	令和３年度
	481,204千円
	481,204千円
	0千円

	令和２年度
	479,117千円
	479,117千円
	0千円

	令和元年度
	458,192千円
	458,192千円
	0千円


私立学校に優秀な教職員を確保し、その定着を図るため、公益財団法人大阪府私学総連合会の退職金給付及び給付積立事業に対して補助した。

　　〔参考〕加入者及び加入人員　　　　　　　　　　   （R4.3.31）

	 　区　　　　分
	 　　加入団体数
	 　　 eq \o\ad(加入教職員数,　　　　　　　　　　　　　　　　　)

	小・中・高等学校
	88
	
	5,802
	人

	 eq \o\ad(幼稚園,　　　　　　　　　　　　　　　　　)
	377
	
	7,338
	人

	 eq \o\ad(私学団体,　　　　　　　　　　　　　　　　　)
	4
	
	24
	人

	計
	469
	
	13,164
	人


根拠法令等　　地方自治法第232条の２
専各振興グループ
１　私立専修学校、各種学校の認可、届出の受理及び指導

　　学校法人の設立の認可及び私立専修学校、各種学校の設置、廃止、解散の認可等を、私　立学校審議会の意見を聴いて行うとともに、私立専修学校、各種学校に関する各種の届出　事項を受理するほか、私立専修学校、各種学校の管理運営、学校法人化の促進等について　指導助言を行い、健全な育成に努めた。

　令和３年度認可及び届出件数
	(1) 認可等件数
	４３件

	
	法人設立
	０件

	
	法人合併
	　０件

	
	法人解散
	　１件

	
	設置者変更
	　１件

	
	 eq \o\ad(学校設置,　　　　　　　　　　　　)
	０件

	
	 eq \o\ad(学校廃止,　　　　　　　　　　　　)
	　６件

	
	学校閉鎖
	　０件

	
	 eq \o\ad(課程の設置、廃止,　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)
	１件

	
	寄附行為変更
	２３件

	
	目的変更
	１０件

	
	学則変更（収容定員）
	　１件


	(2)届出件数
	３３６件

	
	 eq \o\ad(校長変更,　　　　　　　　　　　　)
	３４件

	
	 eq \o\ad(学則変更,　　　　　　　　　　　　)
	１６８件

	
	 eq \o\ad(名称変更,　　　　　　　　　　　　)
	４件

	
	校地・校舎変更
	３２件

	
	理事長（代表者）変更
	１６件

	
	 eq \o\ad(役員変更,　　　　　　　　　　　　)
	３１件

	
	位置変更
	２件

	
	寄附行為変更
	２件

	
	登記完了
	４６件

	
	休校報告
	１件


根拠法令等　 学校教育法第４、10、13条、130条、131条

　　　　　　　　　　　　　　　　　　同法施行令第23条、24条の３、27条の３

　　　　　　　　　　　　　　　　　　私立学校法第５、30、31、45、50、64条
　　　　　　　　　　　　　　　　　　同法施行令第２条

　　　　　　　　　　　　　　　　　　同法施行規則第２、４、13条
組合等登記令第２、３、６条

２　私立専修学校高等課程の経常費に対する助成

	
	年　度
	予　算　額
	
	

	
	
	
	決　算　額
	
	

	
	
	
	
	うち特定財源
	

	
	令和３年度
	1,131,990千円
	1,106,749千円
	0千円
	

	
	令和２年度
	1,005,003千円
	959,336千円
	0千円
	

	
	令和元年度
	1,181,102千円
	1,166,684千円
	0千円
	


　　私立専修学校の高等課程の教育条件の向上を図り、在学している生徒の修学上の経済的　負担を軽減するとともに、学校経営の安定化を図るため、高等課程を設置する学校法人に　対し、その経常的経費について補助した。

　　この補助は、補助限度額を定め、学校法人会計基準の導入や、教育活動への支出状況等に応じ、一定の基準に基づき配分した。
	
	 　補助対象校
	 　申　請　数
	 　 eq \o\ad(補助件数,　　　　　　　　　　　　)
	 　 eq \o\ad(補助金額,　　　　　　　　　　　　)
	

	
	17校
	17校
	17件
	1,106,749千円
	


　　　　　　　　                     根拠法令等　　私立学校振興助成法第10条

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　地方自治法第232条の２

３　私立専修学校専門課程質保証・向上事業に対する助成

	
	年　度
	予　算　額
	
	

	
	
	
	決　算　額
	
	

	
	
	
	
	うち特定財源
	

	
	令和３年度
	35,000千円
	20,158千円
	0千円
	

	
	令和２年度
	60,000千円
	12,735千円
	0千円
	

	
	令和元年度
	60,000千円
	27,713千円
	0千円
	


　　私立専修学校の専門課程において、企業等との産学連携の強化、教員の資質向上及び学校関係者評価実施等の推進により、教育内容を充実することで、専修学校の質保証・向上を図るため、申請のあった設置者に対し、企業等との産学連携及び教員研修に要する費用の一部を補助した。
	
	 　補助対象校
	 　申　請　数
	 　 eq \o\ad(補助件数,　　　　　　　　　　　　)
	 　 eq \o\ad(補助金額,　　　　　　　　　　　　)
	

	
	32校
	32校
	32件
	20,158千円
	


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　根拠法令等　　私立学校振興助成法第10条

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　地方自治法第 232条の２

４　私立外国人学校の経常費に対する助成

	
	年　度
	予　算　額
	
	

	
	
	
	決　算　額
	
	

	
	
	
	
	うち特定財源
	

	
	令和３年度
	59,906千円
	59,906千円
	0千円
	

	
	令和２年度
	60,599千円
	60,599千円
	0千円
	

	
	令和元年度
	61,446千円
	61,446千円
	0千円
	


　　私立外国人学校の教育条件の向上を図り、在学している生徒の修学上の経済的負担を軽　減するため、外国人学校を設置する学校法人に対し、その経常的経費について補助した。
	
	 　補助対象校
	 　申　請　数
	 　 eq \o\ad(補助件数,　　　　　　　　　　　　)
	 　 eq \o\ad(補助金額,　　　　　　　　　　　　)
	

	
	4校
	4校
	4件
	59,906千円

千円
	


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　根拠法令等　　私立学校振興助成法第10条

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　地方自治法第 232条の２

５　全国を先導する職業教育の展開

　「将来ビジョン・大阪」で掲げた「職業教育ナンバー１」を目指し高等学校や専修学校の生徒に対して職業教育の機会を提供するため、以下の団体の運営費の一部を負担した。


大阪進路支援ネットワーク（負担金）

６  私立学校耐震化緊急対策事業費補助金
	区　分
	補助対象校数
	補助金額

	耐震診断
	0校
	0千円

	耐震改修
	0校
	0千円

	合　　計
	0校
	0千円


私立学校施設の耐震化の現状とその重要性を踏まえ、私立学校施設の耐震化を促進し、生徒の安全確保の取り組みを支援するため、耐震診断、耐震改修工事及び耐震改築工事を行う学校法人等に対し補助を行うもの。
根拠法令等　　私立学校振興助成法第10条　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 地方自治法第 232条の２

７　国庫補助金等交付事務

私立学校に係る私立学校施設整備費補助金等の経由事務は、次のとおりである。

　(1)私立学校施設整備費補助金（私立大学・大学院等教育研究装置施設整備費）

　　　　  ０校
　　 0千円

(2)私立大学等研究設備整備費等補助金（私立大学等研究設備等整備費）

　　　　  ５校
53,787千円
(3)学校保健特別対策事業費補助金
     ①感染症対策等の学校教育活動継続支援事業

　　　　  １０校
2,889千円
②学校等における感染症対策等支援事業
    　 ８校　 5,302千円

　   ③各種学校における感染症対策支援事業
２校     556千円
(4)私立学校情報機器整備費補助金（遠隔授業活用推進事業）

　　　　  　３校
 7,017千円
８　私立専修学校、各種学校生徒知事賞

　　専修学校、各種学校の生徒で、学業に励み優秀な成果をおさめた者について、卒業時に　知事賞を授与した。
	区　　　　　　分
	受　賞　生　徒　数

	専　修　学　校
	１９８人

	各　種　学　校
	９人

	計
	２０７人


９　私立専修学校専門課程修学支援実証研究事業
	
	年　度
	予　算　額
	
	

	
	
	
	決　算　額
	
	

	
	
	
	
	うち特定財源
	

	
	令和３年度
	51,323千円
	0千円
	0千円
	

	
	令和２年度
	73,675千円
	0千円
	0千円
	

	
	令和元年度
	20,528千円
	10,857千円
	10,857千円
	


　専門学校生が経済的理由により修学を断念することがないよう、専門学校生に対する経済的支援策について総合的な検討を進めるため、「専門学校生への効果的な経済的支援の在り方に関する実証研修事業」を国からの委託事業として実施するもの。
10　高等教育の修学支援新制度
 (1) 機関要件の確認

　私立専修学校（専門課程）設置者からの申請に基づき、法令に定める授業料等減免制度の対象となる専門学校の要件（機関要件）を満たしていることを確認した。
	
	年　度
	申　請　校
	確認の辞退
	確認の取消し
	
	

	
	
	
	
	
	対　象　校
	
	

	
	
	
	
	
	
	うちみなし校
	

	
	令和４年度
	141校
	1校
	1校
	141校
	1校
	

	
	令和３年度
	142校
	0校
	0校
	142校
	0校
	

	
	令和２年度
	120校
	0校
	0校
	119校
	0校
	


　　　　　　　　　　　　　　　　根拠法令　大学等における修学の支援に関する法律
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第７条第１項及び第２項
(2) 私立専門学校授業料等減免費補助金
　私立専修学校（専門課程）設置者が、法令に定める授業料等減免対象者に対して授業料等の減免を行った費用に対し、補助を行った。
	
	年　度
	予　算　額
	
	

	
	
	
	決　算　額
	
	

	
	
	
	
	うち特定財源
	

	
	令和３年度
	5,032,821千円
	4,820,969千円
	2,410,485千円
	

	
	令和２年度
	4,143,651千円
	4,081,891千円
	2,040,946千円
	


根拠法令　大学等における修学の支援に関する法律
　　　　　第８条第１項及び第10条第１項

	
	補助対象校
	申　請　数
	補　助　件　数
	補　助　金　額
	

	
	142校
	141校
	141校
	4,820,969千円
	


　　　　　　　　　　　　　　根拠法令　大学等における修学の支援に関する法律
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第７条第１項及び第２項

小中高振興グループ
　（管理担当）

１　私立小・中・高等学校の認可、届出の受理及び指導

　　学校法人の設立の認可及び私立小・中・高等学校の設置・廃止等、私立小・中・高等学　校に関する各種の認可を、私立学校審議会の意見を聴いて行うとともに、私立小・中・高　等学校に関する各種の届出事項を受理するほか、私立小・中・高等学校の管理運営等につ　いて指導助言を行い、健全な育成に努めた。

令和２年度認可及び届出件数

	(1) 認可件数
	２５件

	
	学校設置
	　　０件

	
	学校廃止
	　　０件

	
	学科設置
	　　０件

	
	学科廃止
	　　０件

	
	設置者変更
	　　１件

	
	学則変更（収容定員）
	　　６件

	
	学則変更（通信制）
	５件

	
	寄附行為変更
	１３件

	
	組織変更
	０件


	(2) 届出件数
	３１０件

	
	校長変更
	２４件

	
	位置変更
	　　０件

	
	名称変更
	　　７件

	
	学則変更
	１２７件

	
	校地校舎変更
	　２９件

	
	理事長変更
	　１０件

	
	役員変更
	４８件

	
	登記完了
	　６２件

	
	寄附行為変更
	３件


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　根拠法令等　　学校教育法第４、10条

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　同法施行令第23条、第27条の２

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　私立学校法第５、30、31、45条

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　同法施行令第２条

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　同法施行規則第２、４、13条

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　組合等登記令第２、３、６条

２　私立小・中・高等学校生徒知事賞

　　私立小学校、中学校、高等学校の児童、生徒で、学業に励み優秀な成果をおさめた者に　ついて、卒業時に知事賞を授与した。

	
	区　　分


	受賞児童生徒数

	

	
	小学校
	 　　　　　　　　　　　４人
	

	
	中学校
	 　　　　　　　　　　３８人

	

	
	中等教育学校
	　　　　　　　　　　　　１人
	

	
	高等学校
	 　　全　日　制　　　８２人
 　　通　信　制　　　　９人
	

	
	計
	１３４人
	


　（助成担当）
１　私立小・中・高等学校の経常費に対する助成

	
	年　度
	予　算　額
	
	

	
	
	
	決　算　額
	
	

	
	
	
	
	うち特定財源
	

	
	令和３年度
	36,428,943千円
	36,426,358千円
	5,429,100千円
	

	
	令和２年度
	35,956,819千円
	35,954,570千円
	5,402,138千円
	

	
	令和元年度
	35,727,554千円
	35,684,419千円
	5,374,170千円
	


　　学校教育に大きな役割を果たしている私立学校の重要性に鑑み、教育条件の維持向上、

保護者負担の軽減及び経営の健全化を図るとともに、私立小・中・高等学校等の経常的経費について補助した。
	
	 eq \o\ad(区分,　　　　　　　　　　　　)

	 eq \o\ad(補助単価,　　　　　　　　　　　　)

	補 助 金 額


	 　 eq \o\ad(配分方法,　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)

	

	
	 高等学校（全日制）　　　96校
	 　　　　　　　円

         319,050
	 　　　　千円

   28,924,055
	 学校の規模や教職員数、生徒数、財務情報等の非公表状況、役員報酬の額等に応じ、一定の基準に基づいて配分


	

	
	中等教育学校     　　　　　1校
	前期   268,132
	    　 77,731
	
	

	
	
	後期   319,050
	
	
	

	
	 中　学　校　　　　　　  61校
	       268,132
	    5,529,244
	
	

	
	 小　学　校　　　    　　17校
	 　　   236,937
	    1,531,324
	
	

	
	 高等学校　狭域通信制　　 6校

広域通信制　　 4校
	平均　　31,852
	      364,004
	
	

	
	合　　計　　  185校
	
	   36,426,358
	
	


根拠法令等　　私立学校振興助成法第９、10条

２　私立高等学校等の教育振興に資する教育活動に対する助成

	年　度
	予　算　額
	

	
	
	決　算　額
	

	
	
	
	うち特定財源

	令和３年度
	50,870千円
	50,360千円
	25,180千円

	令和２年度
	53,173千円
	52,729千円
	26,364千円

	令和元年度
	53,690千円
	53,409千円
	26,704千円


　私立小・中・高等学校が独自の建学の精神に基づき行っている教育の振興を図るととも

に、社会の変化に対応した教育改革に資するため、教育振興に資する教育活動に要する経

費について補助した。

　　補助対象校等　　　教育相談体制の整備事業　　　　　　　　　　　　　１３１校

　　　　　　　　　　　特別支援教育に係る活動の充実事業　　　　　　　　　　９校

根拠法令等　　私立学校振興助成法第10条

３　障がいのある生徒の高校生活支援に対する助成

	年　度
	予　算　額
	

	
	
	決　算　額
	

	
	
	
	うち特定財源

	令和３年度
	972千円
	0千円
	0千円

	令和２年度
	1,398千円
	70千円
	35千円

	令和元年度
	881千円
	688千円
	344千円


　　私立高等学校等において障がいのある生徒の学校生活支援を行うため、学習支援員及び介助員を配置する私立高等学校に対し、その人的配置経費について補助した。
　　補助金交付件数　０件

根拠法令等　　私立学校振興助成法第10条

４  私立学校耐震化緊急対策事業費補助金
	区　分
	補助対象校数
	補助金額

	耐震改修
	１校
	59,547千円


私立学校施設の耐震化の現状とその重要性を踏まえ、私立学校施設の耐震化を促進し、生徒の安全確保の取り組みを支援するため、耐震改修工事及び耐震改築工事を行う学校法人等に対し補助した。

根拠法令等　　私立学校振興助成法第10条　　

５　学校経営推進費補助（高等学校課予算計上）

　　校長の学校マネジメントを強化し、学校の教育目標を達成するため、大阪府教育振興基本計画を踏まえて指定する教育課題に対し、ＰＤＣＡサイクルによる高い効果が見込まれる事業計画を提案する高等学校に対して補助した。

　〔令和３年度支援校決定分（３ヵ年事業）〕

　　参加申請件数　　　３件

　　補助金交付件数　　１件　　　　　　　2,544,508円

根拠法令等　　私立学校振興助成法第10条

６　高校生留学支援金（短期派遣）

　　将来の大阪の発展を支える国際的な視野を持った人材を育成するため、外国の高等学校等に留学する者に対して、留学支援金を支給した。

	年　度
	補助対象校数
	
	

	
	
	
	補助金額
	

	
	
	補助人員
	
	うち特定財源

	令和３年度
	０校
	　０名
	　　0千円
	　　0千円

	令和２年度
	０校
	　０名
	　　0千円
	　　0千円

	令和元年度
	２校
	３２名
	1,824千円
	1,824千円


　　　　　　　　　　　根拠法令等　大阪府高校生留学支援金（短期派遣）交付要綱第３条

７　大阪府私立高等学校等修学旅行等のキャンセル料支援事業費補助金
	年　度
	予　算　額
	

	
	
	決　算　額
	

	
	
	
	うち特定財源

	令和３年度
	18,500千円
	11,674千円
	11,674千円

	令和２年度
	221,675千円
	26,591千円
	25,000千円


新型コロナウイルス感染症の影響により延期又は中止した場合に発生したキャンセル料に係る保護者等の経済的な負担軽減を図るため、本来保護者等が負担することとなる経費を負担した学校法人に対し補助した。
	学校種
	補助対象校数
	補助金額

	小学校
	１校
	861千円

	中学校
	０校
	0千円

	高等学校
	８校
	10,813千円

	専修学校（高等課程）
	０校
	0千円

	合　　計
	９校
	11,674千円


根拠法令等　　私立学校振興助成法第10条　　

８　国庫補助金等交付事務

　　私立学校に係る理科教育設備整備費等補助金等の経由事務は、次のとおりである。
(1) 理科教育設備整備費等補助金
　　　２３校　　　　　15,300千円

(2) 私立学校施設整備費補助金（私立学校教育研究装置等施設整備費（私立高等学校等施設高機能化整備費補助））
　　　　　　２３校　　　　 489,272千円

(3) 私立大学等研究設備整備費等補助金(私立高等学校等ＩＣＴ教育設備整備推進事業費)

　　　　　　２１校　　　　  96,252千円
(4) 私立学校情報機器整備費補助金
　　　　　４０校　　　　　95,607千円
(5) 学校保健特別対策事業費補助金
（感染症対策等の学校教育活動継続支援事業）　１８４校　　 164,420千円

（学校等における感染症対策等支援事業）　　　　７６校　　　60,991千円

(6) 私立大学等経常費補助金（私立高等学校等経常費補助（広域の通信制教育の支援））

　　　　　　　４校          96,224千円

　　　　　　　　根拠法令等　　補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律第26条

　　　　　　　　　　　　　　　及び同法施行令第17条
幼稚園振興グループ
１　私立幼稚園等の認可、届出の受理及び指導
　　学校法人の設立の認可及び私立幼稚園の設置、廃止等、私立幼稚園に関する各種の認可
　を私立学校審議会の意見を聴いて行うとともに、私立幼稚園に関する各種の届出事項を受
  理するほか、私立幼稚園の管理運営、学校法人化の促進等について指導助言を行った。
　令和３年度認可及び届出等件数

	(1)認可件数
	１８件

	
	 eq \o\ad(幼稚園廃止,　　　　　　　　　　　　　　　)
※幼保連携型認定こども園への移行に伴う廃止を含む
	　　４件

	
	園則変更（収容定員）
	　　０件

	
	寄附行為変更
	１３件

	
	学校法人解散
	１件


	(2)届出件数
	２２７件

	
	園長変更
	２４件

	
	園則変更
	５５件

	
	園地園舎増減
	１２件

	
	役員変更
	８９件

	
	理事長変更
	４６件

	
	寄附行為変更
	　１件

	
	幼稚園休園
	０件


　　　　　　　　　　　　　　根拠法令等　　学校教育法第４、10条　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　同法施行令第23条、第27条の２
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　私立学校法第５、30、31、40の5、45、50条
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　同法施行令第２条
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　同法施行規則第２、４、13条
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　組合等登記令第３、６条
２　私立幼稚園新規採用教員研修事業
　　私立幼稚園新規採用教員に対し、教員の指導力及び資質の向上を図るため研修を行った。
　(1)　実施回数　　　　　　　　　　　　　　　　　　８回
　　　　公私立幼稚園合同研修　　　　　　　　　　　 ８回
　　　　私立幼稚園夏期班別研修　　　　　　　　　　 ０回
　　　　私立幼稚園秋期研修　　　　　　　　　　　 　０回
(2)　対象者　１，３２４人
３　私立幼稚園の経常費に対する助成
	年　度
	予 算 額
	補助園数
	
	

	
	
	
	決算額
	

	
	
	
	
	うち特定財源

	令和３年度
	8,279,098千円
	181園
	8,279,098千円
	1,311,290千円

	令和２年度
	8,954,019千円
	194園
	8,953,783千円
	1,419,268千円

	令和元年度
	9,833,959千円
	213園
	9,833,957千円
	1,564,372千円


私立幼稚園の教育条件の維持向上、保護者負担の軽減及び経営の健全化を図るため、幼稚園を設置する学校法人に対し、その運営費について補助した。
この補助は、幼稚園の規模や教員数及び財務等の状況に応じて算出した額を補助額として各学校法人に交付した。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　根拠法令等　　私立学校振興助成法第９条
４　私立幼稚園の教育研究費等に対する助成
	区　分
	予 算 額
	補助対象園数
	申請数
	補助園数
	決 算 額

	
	宗教法人立
	―
	０園
	０園
	０園
	0円 

	
	 eq \o\ad(個人立,　　　　　　　　　　)
	―
	１園
	１園
	１園
	10,676,000円 

	令和３年度
	10,676千円
	１園
	１園
	１園
	10,676千円

	令和２年度
	12,835千円
	１園
	１園
	１園
	12,835千円

	令和元年度
	13,929千円
	１園
	１園
	１園
	13,929千円


　　経常費助成を受けない私立幼稚園の教育条件の維持向上及び保護者負担の軽減を図るた
　め、当該幼稚園設置者に対し、直接教育の用に供する教育研究経費について補助した。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　根拠法令等　　地方自治法第 232条の２
５　私立幼稚園の預かり保育事業に対する助成

	年　度
	予算額
	交付園数
	

	
	
	
	決算額
	

	
	
	
	
	うち特定財源

	令和３年度
	553,150千円
	170園
	494,793千円
	245,481千円

	令和２年度
	400,100千円
	182園
	361,820千円
	178,805千円

	令和元年度
	431,260千円
	200園
	429,640千円
	213,195千円


保護者や地域のニーズに弾力的に対応し子育て支援に資するため、幼稚園の預かり保育事業について、幼稚園設置者に対し補助した。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　根拠法令等　　私立学校振興助成法第９条
６　私立幼稚園等の特別支援教育費に対する助成

	年　度
	予算額
	補助単価
	対象
園児数
	

	
	
	
	
	決算額
	

	
	
	
	
	
	うち特定財源

	令和３年度
	988,624千円
	784千円(2人以上)

392千円(1人)
	1,341人
	1,033,870千円
	504,959千円

	令和２年度
	1,071,728千円
	784千円(2人以上)

392千円(1人)
	1,298人
	994,578千円
	481,635千円

	令和元年度
	1,078,392千円
	784千円(2人以上)

392千円(1人)
	1,192人
	916,411千円
	443,460千円


　　私立幼稚園等における特別支援教育の充実を図るため、心身障がい児を就園させている

幼稚園等を設置する学校法人に補助した。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　根拠法令等　　私立学校振興助成法第９条
７　キンダーカウンセラー事業に対する助成

	年　度
	予算額
	交付園数
	

	
	
	
	決算額
	

	
	
	
	
	うち特定財源

	令和３年度
	40,500千円
	127園
	42,680千円
	21,340千円

	令和２年度
	40,500千円
	123園
	36,770千円
	18,385千円

	令和元年度
	40,500千円
	125園
	42,640千円
	21,320千円


　　私立幼稚園等における幼児教育の充実を図るため、キンダーカウンセラー事業に必要な経費について、幼稚園等設置者に対し補助した。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　根拠法令等　　地方自治法第 232条の２
８　私立学校耐震化緊急対策事業費補助金
	区　分
	補助対象校数
	補助金額

	改修
	０園
	0千円

	改築
	１園
	3,072千円

	診断
	０園
	0千円

	合　　計
	１園
	3,072千円


私立学校施設の耐震化の現状とその重要性を踏まえ、私立学校施設の耐震化を促進し、生徒の安全確保の取り組みを支援するため、耐震改築工事を行う学校法人等に対し補助した。

根拠法令等　　大阪府私立学校耐震化緊急対策事業費補助金交付要綱
９　認定こども園整備等に対する助成
子どもを安心して育てることができる体制を整備するため、認定こども園の整備等に要
する費用の一部を市町村及び学校法人に対して補助した。
(1) 子育て支援対策臨時特例交付金（安心こども基金・文部科学省分）を財源とする事業

	年　度
	交付対象
	

	
	
	補助額
	

	
	
	
	うち特定財源

	令和３年度
	１市
	1,710千円
	1,710千円

	令和２年度
	―
	0千円
	0千円

	令和元年度
	２市
	5,237千円
	5,237千円


(2)認定こども園施設整備交付金（文部科学省）を財源とする事業

	年　度
	交付対象
	

	
	
	補助額
	

	
	
	
	うち特定財源

	令和３年度
	15市町、1学校法人
	666,666千円
	666,666千円

	令和２年度
	20市町、2学校法人
	997,374千円
	997,374千円

	令和元年度
	18市町村、4学校法人
	691,663千円
	691,663千円


　　　　　　根拠法令等　(1)大阪府安心こども基金特別対策事業認定こども園整備等
（文部科学省関係分）補助金交付要綱
(2)大阪府認定こども園施設整備費補助金交付要綱
(3)教育支援体制整備事業交付金（文部科学省）を財源とする事業

　ア　移行準備支援事業

	年　度
	交付対象
	

	
	
	補助額
	

	
	
	
	うち特定財源

	令和３年度
	4学校法人
	920千円
	920千円

	令和２年度
	2学校法人
	1,084千円
	1,084千円

	令和元年度
	5学校法人
	2,221千円
	2,221千円


イ　ＩＣＴ化支援事業

	年　度
	交付対象
	

	
	
	補助額
	

	
	
	
	うち特定財源

	令和３年度
	68学校法人
	45,516千円
	45,516千円

	令和２年度
	44学校法人
	25,902千円
	25,902千円

	令和元年度
	37学校法人
	18,380千円
	18,380千円


ウ　幼児教育の質の向上のための緊急環境整備事業
	年　度
	交付対象
	

	
	
	補助額
	

	
	
	
	うち特定財源

	令和３年度
	214学校法人
７設置者（宗教法人・個人）
	131,554千円
	131,554千円

	令和２年度
	239学校法人
７設置者（宗教法人・個人）

1国立大学法人

32市町
	393,664千円
	393,664千円

	令和元年度
	59学校法人
1国立大学法人

16市町
	11,938千円
	11,938千円


エ　認定こども園等における教育の質の向上のための研修支援
	年　度
	交付対象
	

	
	
	補助額
	

	
	
	
	うち特定財源

	令和３年度
	41学校法人
	1,751千円
	1,751千円


根拠法令等　　大阪府教育支援体制整備事業費補助金交付要綱
10　東日本大震災私立学校等授業料等特別減免助成
（予算額は対象全学種合計額。決算額は私立幼稚園分のみ）
	年　度
	予　算　額
	

	
	
	決　算　額
	

	
	
	
	うち特定財源

	令和３年度
	1,250千円
	0千円
	0千円

	令和２年度
	1,351千円
	0千円
	0千円

	令和元年度
	1,351千円
	0千円
	0千円


生徒等の家計支持者が被災者となり、東日本大震災に起因する事情により授業料の納付
が困難となった児童・生徒の修学を保障するため、次のとおり学校法人を通じて授業料を
減免した。
	 　　 eq \o\ad(区分,　　　　　　　　　　　　　　　　　)
	 　 eq \o\ad(補助人員,　　　　　　　　　　　　)
	 　 eq \o\ad(補助金額,　　　　　　　　　　　　　　　)

	 幼稚園
	0人
	0 円

	 　　　合　　　　計

	0人
	0 円


根拠法令等　　私立学校振興助成法第10条
地方自治法第 232条の２
11　国庫補助金等交付事務
　　私立幼稚園に係る私立幼稚園施設整備費国庫補助金の経由事務は、次のとおりである。
　　○私立学校施設整備費補助金《新築・増築・改築等》

	年　度
	園　数
	補助額

	令和３年度
	25園
	176,263千円

	令和２年度
	19園
	136,566千円

	令和元年度
	16園
	107,553千円


根拠法令等　私立学校施設整備費補助金（私立幼稚園施設整備費）交付要綱
12　施設型給付費等負担金
	年  度
	予算節
	予 算 額
	交付対象
	決 算 額

	令和３年度
	補助金
	3,932,732千円
	43市町村
	3,847,314千円

	
	負担金
	5,587,980千円
	43市町村
	5,570,093千円

	令和２年度
	補助金
	3,863,383千円
	43市町村
	3,641,615千円

	
	負担金
	5,536,801千円
	43市町村
	5,388,730千円

	令和元年度
	補助金
	3,834,679千円
	42市町
	3,497,546千円

	
	負担金
	4,413,289千円
	43市町村
	4,163,564千円


　　子どもの健やかな成長を支援するため、市町村が支弁する施設型給付費等の支給に要する経費について福祉部子育て支援課を通じて交付した。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　根拠法令等　　子ども・子育て支援法
13　子育て支援施設等利用給付費負担金
	年  度
	予算節
	予 算 額
	交付対象
	決 算 額

	令和３年度
	負担金
	3,567,091千円
	43市町村
	3,505,377千円

	令和２年度
	負担金
	3,841,364千円
	43市町村
	3,781,817千円

	令和元年度
	負担金
	2,338,432千円
	43市町村
	2,220,561千円


　　令和元年10月から実施された幼児教育・保育の無償化に係る費用のうち私学助成園の保育料等の給付に要する費用及び幼稚園で実費徴収されている食事の提供に要する費用の一部について交付した。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　根拠法令等　　子ども・子育て支援法

令和３年度　　 274千円


令和２年度	　181千円


令和元年度　 　209千円









